


Ⅲ 安心・安全なデジタル社会の確保
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Ⅱ 誰もがデジタルの恩恵を受けられる環境の構築

Ⅰ デジタル実装による地域活性化の推進
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課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線4714

課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証 【令和４年度予算：４０．０億円】

道内で実施された開発実証

道内において、令和２年度及び３年度に「地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証」
として、次の案件を実施しました。

「ローカル５G」は、地域の企業や自治体などが個別のニーズに応じて柔軟に構築できる5G
システムです。地域が抱える様々な課題解決に向けた開発実証を通じて有効なユースケース
を広げるとともに、税制優遇措置によりローカル５Gの導入促進を図ります。

＜事業主体＞
・民間企業（通信事業者、ベンダ）、地方自治体、大学等

デジタル実装による地域活性化の推進
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ＩＣＴを活用した防災・減災対策の推進

【北海道内のＬアラートサービス利用者】

避難指示等の情報や各種のライフライン情報は、Lアラートに集約され多様なメディアを通じ
て住民に伝達されており、Lアラートの更なる利便性の向上、利活用を促進します。
住民への情報伝達手段の多様化・多重化に向けた取組を支援する等、ICTを活用した
防災・減災対策を推進します。

情報発信者（9） 北海道開発局､北海道（178市町村）､札幌市､北海道瓦斯､NTTコミュニケーショ
ンズ､東日本電信電話､NTTドコモ､KDDI､ソフトバンク

特定情報伝達者 テレビ放送事業者（6）
日本放送協会､北海道放送､札幌ﾃﾚﾋﾞ放送､北海道ﾃﾚﾋﾞ放送､北海道文化放送､
ﾃﾚﾋﾞ北海道

県域ﾗｼﾞｵ放送事業者(3) STVラジオ､エフエム北海道､エフエムノースウェーブ

コミュニティ放送事業者（24）

あいコミ､旭川シティネットワーク､エフエム小樽放送局､エフエムおびひろ､FMく
しろ､エフエムしろいし､エフエムとよひら､FMなかしべつ放送､エフエムなかそら
ち､エフエムもえる､エフエムわっかない､エフエムなよろ､ LIA､おびひろ市民ラジ
オ､コミュニティエフエムはまなす､札幌コミュニティ放送局､さっぽろ村ラジオ､
だて観光協会､ ニセコリゾート観光協会､ねむろ市民ラジオ､函館山ロープウェイ､
室蘭まちづくり放送､ラジオふらの､らむれす

有線放送事業者（5）
ニューデジタルケーブル(苫小牧ケーブルテレビ)､旭川ケーブルテレビ､ジェ
イコム札幌､ニューメディア函館センター､帯広シティーケーブル

新聞社・通信社（2） 十勝毎日新聞社､北海道新聞社

一般情報伝達者（9）道内機関のみ
島牧村､喜茂別町､積丹町､月形町､幌加内町､大空町､むかわ町､新ひだか町､厚岸町､
鶴居村

北海道のLアラート

Lアラートとは、地方公共団体、ライフライン事業者等が発信した災害関連情報を集約し、迅速かつ確実
にテレビ・ラジオやインターネット等の多様なメディアに配信する共通基盤です。
北海道のLアラートは、北海道防災情報システムと連動しており、平成26年から運用されています。

１９＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線4677

ICTを活用した防災・減災対策

住民への避難情報等の伝達は、テレビやラジオの
ほか、防災行政無線、ホームページ、アプリ、SNS、
エリアメール・緊急速報メール等、地域特性に応じ多
様化・多重化することが重要です。
防災情報を効率的に伝達し被災情報の収集も可
能な防災チャットボット等の研究開発成果の社会実
装を推進します。

安心・安全な暮らしの確保





災害時等における通信・放送サービスの確保に向けた取組

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線4677

指定地方行政機関として北海道防災会議等に参加するとともに、災害時等における迅
速な災害対応を行うため自治体や防災関係機関と連携等した防災訓練を実施し、地域
の通信・放送サービスを確保します。

北海道Lアラート総合訓練（令和２年５月）

大規模災害時における通信サービス確保
のための連携訓練（令和４年２月）

北海道原子力防災訓練（防災無線による
住民広報（仁木町） 令和３年10月）

通信・放送の確保に向けた訓練

通信・放送事業者との連携

北海道における通信・放送サービスの確保に関する連絡会を開催し、通信・放送事業者と連携し、大規
模停電時における通信・放送施設への燃料供給等、通信・放送サービスを確保するための諸課題の解決に
向けた検討を行っています。

２１

陸自北部方面隊と連携した移動通信機
器等の輸送訓練（令和２年７月）

安心・安全なデジタル社会の確保
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